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　JBN 会員工務店を対象に実施している受注動向調査
の 7 月度集計結果がまとまりました。全体では、新築・
リフォームとも平均受注金額は前年度比で増加。新築
は 15％増、リフォームは 25％増となりました。しか
し、昨年の売上が 2 億円以下の会員に限定すると、
新築は 2％のマイナスに。リフォームも 17％増と、
全体の平均を下回りました。
　売上 2 億円以下の会員の平均受注金額は、新築
2459 万円・リフォーム 279.4 万円。4 月以降、回復
はしていますが、新築はまだマイナスです。リフォー
ムは 4 月以降初のプラスで、住まいに多くの人が出
入りすることへの抵抗は薄れていると見られます。
　売上 2 億円以上の会員の動向を見ると、平均受注
金額は新築 3134 万円（前年同月比 25％増）・リフォー
ム 1113.3 万円（同 34% 増）でした。小規模な事業
者ほど苦戦していることが伺えます。

　令和 2 年７月豪雨において、（一社）全国木造建設
事業協会（構成団体：JBN・全建総連）では、特に甚
大な被害を受けた熊本県で木造応急仮設住宅の建設を
進めています。7 月 4 日の災害発生から、11 日に着
手という、過去に例のない速さで対応しました
　全木協熊本県協会（構成団体：KKN・熊本建労。主
幹事会社は㈱エバーフィールド）が人吉市・山江村・
相良村・球磨村で合計 15 団地 517 戸を建設。8 月

21 日には 3 団地を引き渡しました。

令和2年7月豪雨における木造応急仮設住宅建設報告

受注金額が前年度比プラスに ～ JBN 受注動向調査

2020 年度 7 月 新築受注平均金額（昨年売上 2 億円以下）

全体・平均 4月 5月 6月 7月 2億以下・平均 4月 5月 6月 7月 2億以上・平均 4月 5月 6月 7月
R2・新築 20,801 11,420 18,287 15,223 R2・新築 4,190 1,795 5,460 2,459 R2・新築 39,258 22,116 32,538 31,347
R1・新築 25,772 12,729 17,536 13,219 R1・新築 6,896 2,668 6,094 2,521 R1・新築 46,745 23,908 30,251 25,105
増減率 -19% -10% 4% 15% 増減率 -39% -33% -10% -2% 増減率 -16% -7% 8% 25%

全体・平均 4月 5月 6月 7月 2億以下・平均 4月 5月 6月 7月 2億以上・平均 4月 5月 6月 7月
R2・ﾘﾌｫｰﾑ 6,765 6,114 6,007 6,478 R2・ﾘﾌｫｰﾑ 3,177 3,599 4,176 2,794 R2・ﾘﾌｫｰﾑ 10,750 8,908 8,042 11,133
R1・ﾘﾌｫｰﾑ 7,507 7,231 6,877 5,193 R1・ﾘﾌｫｰﾑ 3,910 3,586 4,412 2,378 R1・ﾘﾌｫｰﾑ 11,505 11,280 9,615 8,320
増減率 -10% -15% -13% 25% 増減率 -19% 0% -5% 17% 増減率 -7% -21% -16% 34%
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〇次世代の会
会員数：30 都道府県 102 人

　工務店の次世代を担う人材のため
の組織として、他人には相談できな
いことも、経営者同士の交流により

〇情報調査委員会
委員数：18 都道府県 31 人

　緊急事態宣言解除後、5 月よりオ
ンライン化を図り、各地域の状況確
認ミーティングから開催した。7 月

〇環境委員会
委員数：20 都道府県 72 人

　省エネ・創エネを念頭に置いて、
工務店に役立つ技術・建材等の情
報を整理し、広く会員に提供して

〇既存改修委員会
委員数：7都県 17 人

　この度の新型コロナウイルスに関
連する問題を契機として、足元を見
直し、原点回帰を図る。健康に暮ら

〇経営問題対策委員会
委員数：13 都府県 17 人

　「社会情勢の変化に対応し事業が
継続できる工務店」を目指し、会員
工務店が抱えるあらゆる具体的な課

〇国産材委員会
委員数：11 都県 15 人

　現在、Zoom の使用を前提に、今
年度の講習会をどのように開催する
か、検討を進めている。予定してい

知恵を出し合うことができる活動を展開する。今年度
は組織の「若返り」を目指し、各地での開催の際には、
連携団体所属の若手経営者と交流する。あわせて各地
の次世代の会の設立を支援し、若手経営者の育成とそ
のネットワーク化に取り組むことで会員拡大を図る。
9 月の視察研修はオンライン開催も検討中。

いく。講習会としては「自立研版 WEB プログラムの
応用編　実務での活用方法」（9 月 9 日）、「湿気対策
講座　潜熱を知り、正しい設備設計力を磨く」（11 月
4 日。いずれも会員外の受講可）、「コロナ下での工務
店経営（仮）」（2021 年 1 月 19 日）、「環境委員会メ
ンバー限定会議」（3 月 9 日）を予定。なお、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観点から、いずれも
WEB（Zoom）での開催とする。

せる住まいを実現すべく、個々の知識、技術の研鑽の
ための情報収集やセミナー・勉強会を開催し、地域会
員に向けての情報提供を行っていきたい。また、工務
店のための、インスペクションについてのマニュアル
作成を行う。毎月の定例会議だけではなく、時機を見
て各地域に出向き、全国の会員との交流・意見交換を
行っていきたい。

題、問題点の解決に取り組む。各委員の会社訪問を行
い「営業力」「設計力」「施工力」「しくみ」「事業継承（親
族、社員、M&A）」「個社のひと、もの、こと」など、
成功事例の発表をもとに成果をまとめる。特に、後継
者問題が深刻化する中、廃業を未然に防ぐノウハウ・
しくみを、第三者の知恵を借りつつ構築したい。成果
は公開セミナー等で会員と共有し、業界を盛り上げて
いく。

た第 1 回、2 回はやむなく中止としたが、第 3 回は
JBN 初の、Zoom を利用したウェビナーとして開催す
る予定。第 4 回以降は、11 月に新たな企画を検討中
で、2 月の講習会も開催する方向で考えている（方法
は未定）。委員会として、コロナ禍の中でも会員の皆
様が安心して参加、受講できる形を、委員全員で考え
ながら実施していきたい。

には国交省担当官 8 人を本部に招き、全国の委員に
情報提供と意見交換を行った。今後もオンラインとリ
アルを活用し、全国の会員工務店の声を届けていく。
現在、省エネ法説明義務化関連、長期優良住宅のあり
方、JBN から要望した省エネ住宅トップランナー制度
に向けた意見交換を国交省と進めている。今年度も定
例会を 10 月、1 月に東京を会場にしてオンラインと
あわせ開催予定。

委員会・部会　第 13 期活動方針

山田崇広会長

池田浩和委員長

渡邉泰敏委員長

髙橋秀彰委員長 松井進委員長

田邉喜範委員長
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〇中大規模木造委員会
委員数：14 都道県 15 人

　今期は高倍率耐力壁・金物・75
分準耐火構造壁等の開発に向けた基
礎実験、45・60 分準耐火壁大臣認

〇大工育成委員会
委員数：7都道県 10 人

　現在、高齢化による大工不足は既
に表面化している。今後、危機的な
状況に陥る前に、我々は一社でも多

　2020 年度の補助事業への取り組み方について話し
合いました。合わせて、長期優良住宅化リフォーム推
進事業の申請支援、国交省と意見交換すべき事項、新

型コロナウイルス対策と熱中症対策の両立の 3 項目
も取り上げました。

く賛同する工務店と協力し、一人でも多くの大工を輩
出するため活動していきたい。具体的には、育成レベ
ルにあわせて、①育成熟練組、②育成初心者組、③未
育成組（今後育成を行いたい）の三段階に振り分け、
それぞれに直面している問題を抽出、また育成熟練組
の視察を実施し、解決方法を導き出し時代に求められ
る大工育成に取り組んでいく。

定のバリエーション追加を成果物とした活動、非住宅
木造建築物の施工管理マニュアルの整備とそれぞれ全
会員向けの講習会等ができるよう委員会と WG を進
めている。また、会員が利用できる営業ツールとなる
事例集 Ver.2 の制作も予定している。委員会・WG の
開催にあたり、可能な限りオンライン実施対応を心が
けるとともに、ミーティングについても最少人数での
実施を行っている。

　杉山真一副委員長が経営する鳥坂建築㈱の現場を見
学後、同社事務所にて質疑、意見交換を行いました。
就業規則や社員大工の道具代、社会保険料など雇用に
関する事項や、入社試験、内定承諾書についての質問
も出ました。また、今期の事業計画についても話し合
いました。

　板張り準耐火構造の大臣認定取得に向け、予備試験
を実施しました。試験結果を踏まえ、本試験の仕様を
検討し、決定しました。実験終了後は、技術 WG か
ら「奨励準耐火マニュアル」の説明と「施工管理マニュ
アル」の進捗報告があり、普及 WG では、講習会（板
張準耐火・非住宅奨励準耐火・非住宅建築施工管理マ
ニュアル）の会場や開催日時の検討を行いました。

7 ～ 8 月の委員会活動報告

委員会・部会　第 13 期活動方針

芳賀一夫委員長 青木哲也委員長

大工育成委員会
7 月 29 日（水）13 時～ 17 時
会場：鳥坂建築㈱（静岡県）
参加者：8人

既存改修委員会
8 月 11 日（火）15 時～ 17 時
会場：JBN会議室
参加者：9人

中大規模木造委員会
8 月 19 日（水）9時～ 15 時
会場：（公財）日本住宅・木材技術センター（東京都）
参加者：実験 19 人、会議 14 人
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　（一社）住宅生産団体連合会は、7 月 21 日から関
係議員の方々に「新型コロナウイルス感染症の住宅業
界への影響と景気の早期回復に向けた経済対策要望に

　「住宅業界における感染予防ガイドライン」（住団
連）が 7 月に改訂されています。夏季の熱中症対策
として、こまめな水分補給（マスク着用時は特に注意）
などを呼び掛けています。まだ気温の高い日が続きま

すので、引き続き熱中症には注意のうえ、感染予防を
心がけてください。加えて、厚生労働省の接触確認ア
プリ（COCOA）の利用も推奨されています。

ついて」を提出し、新型コロナウイルスの影響に対す
る経済対策の要望活動を実施しています。JBN も、中
小工務店に対する支援拡充など意見を提出しました。

　2022 年 4 月 1 日から、一定規模以上の
解体・改修工事（解体面積 80㎡以上の解
体、請負金額 100 万円以上の改修）を実
施するときは、事前にアスベストの有無を
調査し、結果を都道府県に報告することが
必要になります。アスベストがなくても報
告は必要。これまで規制の対象外だったレ
ベル 3 でも、計画届の提出や、調査結果
の報告が義務となります。

　2023 年 10 月 1 日から「インボイス制度」が始ま
ります。事業者は納税時、仕入れや経費にかかった消
費税を、売上にかかる消費税から差し引いて納める（仕
入税額控除）ことができますが、同制度の開始以降、
控除を受けるには「適格請求書（インボイス）」が必
要になります。
　インボイスは、適用される税率（10％または 8％）
ごとに消費税額を
記載した請求書の
ことを言います＝
右囲み。インボイ
スを発行できるの
は、税務署から登
録を受けた「適格

請求書発行事業者」のみです。
　免税事業者は登録を受けられないため、免税事業者
に支払った消費税を控除することはできなくなりま
す。なお、制度開始から 6 年間は一定割合を控除で
きる経過措置があります。
　税務署への登録申請は 2021 年 10 月 1 日から。制
度開始までに登録を受けるには、2023 年 3 月 31 日
までに登録申請を行ってください＝下図。

住団連が経済対策要望を開始

感染予防ガイドラインが改定されました

解体・改修時のアスベスト 調査結果の報告が義務に

2023 年 10 月からインボイス制度開始

適格請求書発行事業者 登録申請のスケジュール

登録申請書の
受付開始

2021（令和 3）年
10 月 1日

2023（令和 5）年
5月 31 日

2023（令和 5）年
10 月 1日

制度運用開始までに登録
を受けるための申請期限

インボイス制度
運用開始

インボイスに記載が必要な事項
①適格請求書発行事業者の名称・登録
番号
②取引年月日
③取引内容（軽減税率の対象品目であ
る旨）
④税率ごとに区分して合計した対価の
額（税抜または税込）および適用税率
⑤税率ごとに区分した消費税額等
⑥書類の交付を受ける事業者の名称

レベル 1
（石綿含有吹付け材）

レベル 2
（石綿含有保温材、耐火被覆

材、断熱材）

ケイ酸カルシウム板 1種、
仕上げ塗材

レベル 3
（スレートや Pタイルなど）

事
前
調
査
の
結
果
を
、
工
事
開
始

前
に
都
道
府
県
に
報
告

計
画
届
を
14
日
前
に
提
出

事前調査
・調査方法を明確化
・有資格者が調査
・調査結果の保存（3
年間）と現場への備
え付け
作業計画
・作業状況を写真な
どで記録、3 年間保
存する

・集じん・排気装
置の初回時、変更
時点検
・作業開始前、中
断時の負圧点検
・隔離除去前の取
り残し確認

・隔離（負圧は不要）

石綿障害予防規則　主な改正点（赤字部分）


